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案件別事後評価（内部評価）評価結果票:開発計画調査型技術協力プロジェクト 

評価実施部署：フィジー事務所（2021 年 10 月） 

国名 
ナンディ川洪水対策策定プロジェクト 

フィジー 

Ⅰ 案件概要 

事業の背景 

 フィジーのナンディ川流域では洪水被害を受けやすいが、体系的・包括的な洪水対策計画、洪水対策
事業が長期にわたり策定されておらず、ナンディ川流域は自然災害のリスクにさらされていた。JICA は
1996 年から 1998 年にかけ、ビチレブ島の 4 大河川に関し、開発調査「河川流域管理および洪水制御計
画調査」を実施した。しかしながら、フィジー政府が提案されたプロジェクトを実施しない決定を行っ
たため、具体的な対策が実施されないままだった。さらに、対象地域の経済開発に伴い、流域の土地利
用、計画の対象となる降雨量とその時空間分布等が大きく変化していた。このため、近年の洪水被害の
状況を考慮した洪水対策の計画の作成と事業の実施が急務となっていた。 

事業の目的 

 本事業は、フィジー国のナンディ川流域において、洪水対策マスタープランの作成と優先事業のフィ
ージビリティ調査を実施することにより、ナンディ川流域の洪水被害の軽減を目指す。 

1. 提案計画の達成目標1： 
ナンディ川流域の洪水被害が軽減される。 

実施内容 

1. 事業サイト：ナンディ川流域 
2. 主な活動： 
（第 1期：基礎調査）既存資料のレビューと基礎情報の収集整理、既存の洪水対策の評価、地形・河
床材料・洪水被害等の調査、降雨解析と氾濫解析・海浜地形解析等の初期検討、事業実施／運営維
持管理体制の調査と提案等 

（第 2期：マスタープラン調査）追加の情報収集、主要な環境社会影響項目の評価、河川・海岸構造
物等の追加調査、氾濫・河床変動・海浜地形等の解析、マスタープランの作成、優先事業の選定等 

（第 3期：フィージビリティ調査）フィージビリティ調査の実施、災害リスク軽減に関する提案 
（全期間：技術移転）オン・ザ・ジョブトレーニング（OJT）、セミナーとワークショップの開催、本
邦研修 

3. 投入実績 
日本側 
(1) 調査団派遣 19 人 
(2) 研修員受入 7人 

相手国側 
(1) カウンターパート配置 15 人 

事業期間 2014 年 7月～2016 年 6月 事業費 （事前評価時）392 百万円、（実績）320 百万円 

相手国実施機関 
農業省（MOA）*土地水資源管理局（LWRM） 
*組織改編により事後評価時点では治水環境省 

日本側協力機関 八千代エンジニヤリング株式会社、株式会社建設技研インターナショナル 

Ⅱ 評価結果 

【留意点】 

・事業事前評価表では「提案計画の活用目標」が設定されているが、提案計画活用の実際の進捗度を評価する指標が設定されていない。こ

のため、提案計画の活用の評価には、マスタープランとフィージビリティ調査報告書で提案された事業の実施に向けた予算策定の進捗を検

証する（補完情報1）。また、活用状況の評価として、マスタープランとフィージビリティ調査報告書で提案された事業の実施状況も検証す

る（補完情報 2）。 

1 妥当性 
【事前評価時のフィジー政府の開発政策との整合性】 
「民主的・持続的社会経済開発へのロードマップ」（2010年～2014年）では、災害リスクの軽減が持続的開発と強靭なコミ

ュニティ作りにきわめて重要とされており、危険性の分析・評価、効果的な防災計画、効果的なリスク軽減事業の実施等が強
調されていた。 
【事前評価時のフィジーにおける開発ニーズとの整合性】 
 1996年から1998年にかけて実施した開発調査の後、大規模な洪水により甚大な被害が生じた。このため、計画の対象となる
洪水の規模を再設定の上、開発調査で提案された構造物対策（遊水地、ダム、河道改修等）の組合せと優先順位を再検討する
必要があった。 
【事前評価時における日本の援助方針との整合性】 
 本事業は日本のフィジーに対する援助方針と合致していた。同重点分野の一つ（環境・気候変動）の中で、自然災害への対
応能力強化への支援が掲げられていた2。 
【評価判断】 
以上より、本事業の妥当性は高い。 

2 有効性・インパクト 

                                            
1 提案計画（事業成果）が実施された結果として中長期的に達成が期待される目標であり、目標の達成度は、原則として事後評価では有効

性・インパクトの評価判断にあたって考慮しない。 
2 外務省「ODA 国別データブック 2014 年」 
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【事業完了時における目標の達成状況】 
 本事業は、基礎調査、マスタープラン調査、フィージビリティ調査の3段階で実施された。本開発調査事業は順調に遂行さ
れ、報告書として、（1）ナンディ川洪水対策マスタープラン、（2）優先事業のフィージビリティ調査報告書が策定された。マ
スタープランとフィージビリティ調査報告書は本事業完了までに完成し、合同調整委員会（JCC）の会議で検討された。JCCに
おいて、フィジー政府は、提案事業の実施に向け、マスタープランとフィージビリティ調査報告書が内閣に提出され承認され
る予定であることを確認した3。 
【事後評価時における提案計画活用状況】 
 マスタープランとフィージビリティ調査報告書はフィジー政府に承認された。事後評価時点で、提案された計画の実施は、
まだ検討段階である。予算（補完情報1）に関しては、フィジー政府はさまざまな開発パートナーと広範にわたる協議を行っ
ている。提案された計画は非常に費用がかかるインフラストラクチャー工事であるため、フィジー政府は、計画のコンポーネ
ントごとに、支援する見込みのあるパートナーから資金を得る可能性を探っている。ナンディ川洪水対策として提案された事
業計画全体は、大きく3つのコンポーネント（プロジェクトA、プロジェクトB、プロジェクトC）から構成されており、フィジ
ー政府は、各コンポーネントの実施について支援の可能性があるドナー機関と協議を続けている。提案事業には、さまざまな
ステークホルダーが関与しているため、ステークホルダー間の調整が困難で、調整や協議に遅延があった。 
資金が確保されれば、提案された計画のコンポーネントの一部を治水環境省の流域管理プログラムを通じて実施する見込み

である。フィジー政府は、提案されたナンディ川洪水対策計画を重視しているが、新型コロナウイルス感染症が国全体の優先
事項になっていることから、同計画の優先度が下がっている。このような状況により、提案された計画は、まだ開始されてい
ない（補完情報2）。 
【事後評価時における提案計画活用による目標達成状況】 
 マスタープラン及びフィージビリティ調査報告書による提案計画がまだ実施されていないため、提案計画活用による達成目
標は達成されていない。提案計画活用による目標達成状況は中長期目標に係るものであるため、本目標達成状況は有効性・イ
ンパクトの評価判断に反映されない（注1を参照）。 
【事後評価時に確認されたその他のインパクト】 
 本事業は、「JICA環境社会配慮ガイドライン」（2010年4月）でカテゴリーBに分類されていた。事後評価時において、本事
業実施による負のインパクトは確認されなかった4。 
【評価判断】 
以上より、本事業の有効性・インパクトは中程度である。 

 

提案計画活用状況、提案計画活用による目標達成状況 

目標 指標 実績 

提案計画活用状況 

 

マスタープラン及びフィ

ージビリティ調査の結果

がフィジー政府に承認さ

れる。 

マスタープラン及びフ

ィージビリティ調査結

果の承認に向けたフィ

ジー政府内の検討状況 

（事後評価時）達成 
・マスタープラン及びフィージビリティ調査報告書はフィジー政府に承認された。 

マスタープラン及びフ

ィージビリティ調査に

よる提案計画の実施に

向けた予算策定状況（補

完情報 1） 

（事後評価時）未達成 
・予算は検討中である。フィジー政府は提案された計画のそれぞれの側面の資金を
得るため、複数の開発パートナーの支援を求めている。 

マスタープランによる

提案計画の進捗状況（補

完情報 2） 

（事後評価時）未達成 
・提案された計画はまだ開始されていない。提案事業の計画全体は 3つのコンポー
ネントから構成されており、フィジー政府は各コンポーネント実施のため、支援可
能性のあるドナーと協議を続けている。 
コンポーネント 進捗状況 
プロジェクト A（周囲
堤防と排水施設の整
備） 

- フィジー政府は、日本の無償資金協力を含め、支援可
能性のあるドナー機関と協議を続けている。フィジー側
は、プロジェクト内容の最終化の段階にあり、ドナー機
関からの正式承認（または確認）を待っている状況であ
る。 

プロジェクト B（河道
拡幅、橋梁建設、輪中
堤、遊水地） 

- アジア開発銀行（ADB）その他のドナーと協議を行っ
ている。フィジー政府はプロジェクト Bに関する調査で
ADB と協力しており、河道拡張幅画を最終化するための
協議を行っている。 

プロジェクト C（流域
管理） 

- フィジー政府は、国家排水ガイドラインと流域管理法
に基づきコンセプトペーパーの政府内レビューを行っ
ている。内容には上流と集水域が含まれる。ドナー機関
の 1つが、コンポーネント Cに係る調査の報告書をフィ
ジー政府に提出し、フィジー政府の確認を待っている。 

 

提案計画活用による達成

目標 

 

ナンディ川流域の洪水被

害が軽減される。 

設定された計画規模時

の想定洪水氾濫面積（例

えば 50年に 1度の規模

の洪水）と事業実施後の

洪水氾濫面積の差 

（事後評価時）未達成 
・マスタープラン及びフィージビリティ調査報告書による提案計画がまだ実施され
ていないため、提案計画活用による達成目標は達成されていない。 

出所：最終報告書、治水環境省に対する質問票・インタビュー回答 
 

                                            
3 JCC の後にマスタープランとフィージビリティ調査報告書は提出された。 
4 本事業においてパイロット・プロジェクトは実施されなかった。 
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3 効率性 

事業費、事業期間とも計画内に収まった（計画比：82％、100％）。なお、本事業のアウトプットは計画通り産出された。よ
って、効率性は高い。 
4 持続性 
【政策面】 
 治水環境省は、フィジーの国家開発5か年計画、同20か年計画及び関連計画に基づき省戦略計画（2020年～2024年）を策定
している。省戦略計画（2020年～2024年）では、戦略目標として、気候変動と水路関連の危険に対するレジリエンスの構築が
挙げられており、灌漑、排水の改善、洪水対策、河岸・海岸防護を通じて取り組むこととされている。 
【制度・体制面】 
 事業完了後、政府機関の再編成により、治水環境省が創設され、洪水対策に関連する日々の業務を管轄している。同省の治
水部が、全国の洪水被害軽減対策、排水の改善、河岸防護、海岸防護、スマート灌漑テクノロジーを担当する。職員の数は限
られているものの、日々の業務に特段の問題はない。 
【技術面】 
 日々の業務は特段の問題なく遂行されているが、業務のニーズに応えるにはさらに技術職員が必要である。治水環境省の職
員135人のうち、シニアエンジニアは3人のみである。予算的な制約から、同省では、新しい職員の採用もエンジニアの契約更
新もできていない。さらに、主任エンジニア、エンジニア、技術職員の技術的能力の格差が大きい5。また、本事業で作成され
たマスタープランとフィージビリティ調査報告書のデータは幅広く活用されている。 
【財務面】 
 事後評価時点で、治水環境省は、配分された予算で業務を実施できているが、同省に配分される予算はここ数年で減少して
いる。例えば、排水と洪水対策に配分される予算は、2017/18年度は、FJD7,000,000だったが、2019/20年度にはFJD1,423,386
に減少し、さらに2020/21年度にはFJD880,000に減少している。同省への予算配分は新型コロナウイルス感染症の影響も受け
ている。 
【評価判断】 
以上より、制度・体制面、技術面、財務面に一部問題があり、本事業によって発現した効果の持続性は中程度である。 

5 総合評価 
 本事業は、計画通りマスタープランとフィージビリティ調査報告書を提出したことから、事業完了時までに事業の目標は達
成された。マスタープランとフィージビリティ調査報告書はフィジー政府に承認されたが、提案された計画の実施はまだ検討
段階である。しかしながら、提案された計画はフィジー政府の優先事業とされており、フィジー政府はあらゆるルートを通じ
て提案計画を実施しようとしている。したがって、有効性・インパクトは中程度である。持続性に関しては、治水環境省にお
いて人員と技術的能力をさらに強化することが求められており、同省への予算配分が減少していることから、関連機関の持続
性は中程度である。 
以上より、総合的に判断すると、本事業の評価は高いといえる。 

Ⅲ 提言・教訓 

実施機関への提言： 

・ 事後評価時点において、フィジー政府では、新型コロナウイルス感染症対策が最優先事項となっており、ナンディ川洪水

対策に関して提案された計画の実施の優先度が低くなっている。また、フィジーでは熱帯サイクロンの影響もあったため、

そのための復旧と復興も優先事項となり、フィジー政府の優先事項が再度変動している。フィジー政府は、サイクロンと

新型コロナウイルス感染症の影響に配慮しつつも、本事業で提案された計画につき、その優先度を再認識し、計画実施の

優先度を上げるよう、提言する。 

・ 本事業に関しては、提案された事業の予算確保や関係機関との連携については経済省が調整、実施監督を行い、提案され

た事業の実施については、治水環境省が管理することになっている。フィジー政府は、ステークホルダー機関とドナー機

関の調整をさらに効果的に行うよう提言する。たとえば、フィジー政府が主導し、すべてのステークホルダー間で定期的

に会合を持ち、各事業（コンポーネント A、B、C）の進捗の確認を行う。 

JICA への教訓： 

・ いくつかの理由により提案事業の開始が遅れている。マスタープラン及び関連する報告書が提出されるとすぐ、提案事業

を開始すべきである。そのためには、関係ステークホルダーの間の調整が重要である。事業期間中に、提案事業の承認と

実施のプロセスに係る調整のしくみについて提案を行うと有用であると考えられる。 

 

                                            
5 同省では、資格・勤続年数・経験により、主任エンジニア、エンジニア、技術職員の職位がある。 


